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社会主義工業企業は，現在，例えば，キエフ国民経済大学のブハロ (C. oyxaJIo) によれば，
つぎのように理解されている。それは「社会的生産の基本的な(第一次の，低次の)ホズラス
チヨット環であり，生産手段の社会的所有原則と搾取から解放された働き手の集団的労働にも
とづき，国家計画を基礎としてそして上級機関の指導のもとに生産活動を実現するために組織
された，自立した生産・経営単位で、ぁ 43(傍点一引用者)
ソ連邦では，この工業企業が，工業の基本的な環として，国民経済の発達や共産主義建設の
実践が提起する様々な要求にあわせて発達してきた。現在の工業企業にはつぎのような要求が
呈示されている。 (1)科学技術進歩の業績をすみやかに利用し，それを基礎として高い質の生産
物を産出する乙と， (2) ある 1 つの種の製品の生産から他の製品の生産へと短期間に転換するあ
るいは双方の製品を国民経済に必要な量だけ平行して産出できるとと， (3)最適な労働条件と企
業集団の社会的発達の諸条件を保証する乙と， (4)すべての活動を生態系(環境)を破壊せずに
お乙なう乙と，がそれであ 4てこれらの要求は高いレベルのものであり，小企業がそれらの要
求を効果的に遂行することができないために，いくつかの合同 (o6be.llI1HeHl1e) が創設された。
( 1 ) 3KOHOMHK8 opr8HH38UHH H nJI8HHpoB8HHe npOMbl山JIeHHoro npOH3BO且CTB8， BHl{8 UJKOJI8, 1984, CTp. 21. 
(2) CM. , YK83. CO'l., cTp.21-22. 
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例えば，それが生産合同であり全ソ工業合同や共和国工業合同である。生産合同とは(いくつ
かの工場，科学研究組織，設計組織，テクノロジー組織およびその他の組織，から構成される)
統一した生産・経営単位であり，乙れが，今日，工業の第一次環として位置づけられている。
乙れに対して，工業合同は工業管理の中級ホズラスチヨット環として位置づけられている(乙
れについては後述するL 従って，現在では，社会的生産の基本的な第一次環は 2 つのタイプの
企業に代表される。すなわち，伝統的なー工場型企業と多工場型企業(=生産合同)である。
1983年 1 月 1 日現在(自立的バランスにもとづいた)第一次環がソ連邦には45.068存在するが，
そのうち生産合同は 4.206 であり，いまだー工場型企業が圧倒的大多数を占めてい式
我々の関心は， (上述のように理解されている)社会主義企業がどのように管理されている
のか， (特 l乙，その管理には資本主義企業管理と比べて)いかなる特徴がみられるのか，を解
明する乙とにある。乙の点(例えば，ある『教科書』では)資本主義のもとでの管理と社会主
義のもとでの管理の本質的相違として次の点が指摘されている。 (1)資本主義のもとでは管理が
二重性をもっている。すなわち，一面では，それは社会的生産の機能の 1 つであるが，他面で
それは資本主義的搾取強化の手段でもある。従って，資本主義管理は，その本性として，敵対
的である。乙れに対して，社会主義社会では，搾取機能は存在しない。なぜならば，管理は人
民自身によって人民のためにお乙なわれるからである。乙れがために社会主義的管理は民主的
性格をもち，そ乙には階級的対立は存在しない。 (2) (生産手段の私的所有が支配的であり，管
理が，本質的には，個々の企業の枠内に閉じ乙められている)資本主義社会では，生産に対す
る国家の影響は限定されている。社会主義のもとでは，生産手段の社会的所有が国民経済全体
規模での経済管理の可能性だけでなくその必然性をも規定している。 (3)資本主義のもとで、は，
管理の主要な目的が社会の利益と一致せず，最大限利潤の獲得に帰着する。社会主義のもとで
は，管理の目的は社会主義社会の利益(すなわち，人民の物質的欲求および精神的欲求のヨリ
(4) 完全な充足)に完全に一致している。また社会主義管理は「命令経済」である，との西側のソ
ビエト研究者の批判に対しては，つぎのように反批判されている。「計画的な中央集中的管理
は決して細部にわたってまた地方の生産の特殊性にまで課題を押しつけるものではない。社会
主義企業の(地方にだけ)わかるような特殊的な様々な活動側面はそれ自身によって決定され
るのだ。…・・・社会主義管理はエリート主義であるとか科学技術インテリが管理を独占する可能
性があるとかのブルジョア理論家の主張には根拠がない。社会主義管理は極めて民主的であり，
勤労者が幅広く参加している。彼らは，前衛(党)を通してまた国家を通して，経営管理を統制
してL142 我々は，今後の一連の論稿において，そのような資本主義的管理との基本的相違
(=優越性)がいかにしてど乙に具体化され現象しているのか，またブルジョア研究者たちの
(3) TaM 淑e， cTJ).22. 
(4) 3KoHoMHKa npOMbI凹JIeHHOCTH CCCP, BbI山拍凹銅山KOJIa， 1975, cTJ).103-104. 
(5) OpraHH3aUHSI ynpaBJIeHHSI o6mecTBeHHbIM npOH3BO,llCTBOM, Mry, 1984, cTJ).234-235. 
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批判に対して社会主義的管理が現実には(実践的に)どのように答えているのか，をあきらか
にしていく予定であるが，本稿では，とりあえず，ソ連邦社会主義管理の「制度的枠組」をま
とめてみたい。
2 .上級機関の構造
2. 1.国家的管理機関
ソ連邦では国家的な中央集中的生産管理機関システムが整備され，これによって多数の企業
(や合同)そして生産部門および経済地域が統一した全体へと結びつけられてい弐
従って， (皇室手段が社会的所有へと転化した)社会主義的な社会的生産の管理構造はハイヤ
ラーキ構造であり，いくつかの水準から成りたっている。例えば， (本稿において直接の検討
対象にしている)工業管理(指導)構造もつぎのような 4 つのレベルの管理機関に照応してい
る。
(1) 工業全体を管理する機関
(2) 個々の工業部門を管理する機関
(3) 生産経済複合体を管理する機関(全ソ連邦および共和国工業合同)
(4) 第一次経済運営環(生産合同，企業，コンビナート)を管理する機関
(1)工業全体を管理する機関と (2)個々の工業部門を管理する機関は執行機関といわれるもので
あり， (1)にはソ連邦閣僚会議と(国家委員会に代表される)部門問機能別機関が相当し， (2)は
いわゆる産業省である。本稿では， (1) と (2) と (3) を個々の生産単位(特に企業)の土級機関とし
て位置づけ，その管理構造の特徴をあきらかl乙してみたい。まず本節では主としてソ連邦閣僚
会議と(部門問機関の代表としての)国家委員会をとりあげ，次節以降において，部門別管理
機関としての産業省，中級環としての工業合同をとりあげることにする。ソ連邦工業管理構造
全体は図 1 のようにもあらわされる。
(6) ソ連邦では， 1965年l乙，地域別管理制度が廃止され再び部門別管理制度が導入された。「生産別(部門別)
原理にもとづく工業管理とは…部門管理が然るべき権限を付与された産業省を通しておこなわれなければなら
ないということを意味している寸 (3KOHOMHKa opraHH3aQHH H 口JIaHHpOBaHHe 叩OMbIUlJIeHHoro npOH3BOllCTBa, CTp. 
42.) r社会主謝士会では，生産管理が国家によっておこなわれる。党組織が管理システムの主要な組織力である叫
(九日BaHOB， ClCHOBbI ynpaBJIeHHH npOH3BOllCTBOM，乃eCHaH 日pOMbI山JIeHHOCTb， 1979, CTp. 68.) 
(7) CM. , 3KOHOMHKa 叩OMbI山店HHOCTH CCCP, CTp.17. つぎのようにも分類される。「現在，工業部門の発達l乙
影響を及ぼす管理上の国家機関の基本的環はつぎのごとくである。 (1 )部門を越えた (BHeOTpac尻島Ii1)指導機関
一一全般的権限を有する国家的管理機関と専門的権限を有する国家的機関， (2)部門別指導・管理機関，基本
的には，産業省， (3)部門内管理機関，例えば，全ソ工業合同，生産合同，工業企業など…寸(Cl6もellHHe即日 B 
npOMbI山JIeHHOCTH ， Mry, 1978, CTp. 85. ) 
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図 1 ソ連邦工業管理シェーマ
(出典) 3KOHOMl1Ka OpraHl13au聞 11 nJlaHl1pOBaHl1e npOMbIlllJIeHHO瑢 
np0I13BOACTBa, BI1~凹KOλa， 1984, cTp.42. 
ソ連邦では，国家的な国民経済管理機関が，その権限領域l乙応じて，立法(権力)機関と執
行機関に分かれ弐
(経済運営を指導する)最高の立法(権力)機関がソ連邦最高会議でありそれぞれの連邦加
盟共和国および自治共和国の最高会議である。これらの機関は(ソ連全体あるいはそれぞれの
共和国の)経済活動を調整する法令を採れし，国民経済発達計画や予算を検討し承認する。
また地方の人民代議員ソビェ凡国民経済管理に関する幅広い権利を有している。ソ連邦憲法
147 条によれば，それぞれの人民代議員ソビエトはそのソビエト(領域)に所属する企業や組
織を直接に指導し， 148 条によれば，その決定は領域内のすべての企業(ならびに公務員や人
民)によって必ず執行きれなければならなLq
執行機関は，全般的な権限を有した機関，部門別権限を有した機関，専門上の権限を有した
機関，に分類される。これは本来の意味での国家的管理機関であ川それらの機関が国民経済
管理に関する活動の大部分を遂行している c
(8) CM. , OpraHH3aUl1H ynpaBJJeHHH 06LUeCTBeHHbIM npOH3BO且CTBOM， Mry, 1979, CTp.lll. 
ヲライ
(9) 乙れは，地万 (KPOi1) ，州， 自治州，自治区，地区，市，市内の区，町の村など，地方自治体における国家
権力機関である。
(10) 例えば，谷川良一著『ソ連邦新憲法と基本的人権.1，有斐関， 1979年， 241ぺ-:_/参照。
(1) CM. , OpraHH3aUHH ynpaBJJeHHH o6LUecTBeHHbIM npOH3BO且CTBOM， 1984, cTp.92. 
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全般的な権限をもった執行機関とは国民経済に関わる活動を指導し組織し方向づける機関で
ある。具体的には，ソ連邦閣僚会議，連邦加盟共和国および自治共和国の閣僚会議，地方の人
民代議員ソビエ卜の執行委員会，がそれである。ソ連邦閣僚会議は国家権力の最高の執行・処
理機関であり，政府でもある(いわゆる行政機関である)。乙の閣僚会議は，首相，副首相， (各
省の大臣である)閣僚，国家委員会議長，から構成される，合議機関である。乙れは経済領域
だけではなく社会生活のその他の領域を指導する機関であるが，これが， (後述の)省庁の各
種規定や構造を承認し，省庁の活動を統一し指導する，という意味で，工業管理のトップに位
置する。
部門別権限をもった機関とはそれぞれの工業部門の指導に責任をもっ機関であれこれが
(次節で述べるように)国民経済管理機関システムにおいて実質的に重要な位置を占めている。
連邦省，連邦・共和国省，共和国省，部門別庁，地方ソビエトの執行委員会の管理局(部) ，が
それである(本稿で産業省という場合には，連邦省や連邦・共和国省そして共和国省を意味す
る)。
管理の実践では，単にそれぞれの部門上の問題だけではなく部門間性格の(すなわち，様々
な部門に共通な)特殊な専門的課題を解決しなければならない事態が生じる。このような(部
門間性格を帯びた)専門的問題に関して省庁の活動を調整し指導をおこなう機関が専門的権限
をもった機関である。 乙れが部門間機能別機関 (ゆゆYH山Kα但叩u山UI1加E目附附fω削Oω叩H協町削a釦剖JλIb凶H也出bI蹴I陀e M附e)!{別O肝Tp問acωλe白Bb悶I陀e 0叩pr悶aH刷bI) であ
り1) , 中央機能別機関 (凶ue帥a制λ品b蹴争勧蜘帆y戸刊Hl出削f司K
機関はその性格上，原則として，個々の企業(や機関，組織)を直接に指導しないが，その決
定は，部門別産業省と異なり，すべての(企業を含めた)部門別機関に義務づけられる。この
意味で機能別機関は「省の上位に位置」し，その権限は「所轄官庁を越えた」権限で、ぁ坑
部門問機能別機関とは，具体的には，いかなる機関であろうか? (憲法上のステイタスが異
なる) (1長のような管理機関がそのような機関として位置づけられてい弐第ーに，一部の省庁。
例えば，ソ連邦の大蔵省，ソ連邦国立銀行，ソ連邦建設銀行，ソ連邦中央統計局。第二に，ソ
連邦国家委員会。これには(ソ連邦コやスプランなどに代表される)ソ連邦閣僚会議国家委員会
とソ連邦閣僚会議附属国家委員会がはいる。そして第三に， (例えば，ソ連邦ゴスプランの諸
官庁連合委員会のような)国家機関によって設置されその附属として機能している中央管理機
関。ただし全体としては，部門別機関システム=省形態，部門問機関システム=委員会形態，
という図式がみら d? 部門問機能別機関は、ノ連邦や加盟共和国の国家委員会に代表される。
(12) 3KOHOMI1Ka OpraH113aL¥I151 1 nnaHl1pOBaHl1e npOMbl山口eHHoro np0I13BOlCTBa, cTp.43. 
(13) YnpaBJleHl1e C0ll1aJlI1CTI14eCKI1M np0l13BO且CTBOM， 3KOHOMI1Ka, 1978, CTp.104-105. 
(14) OpraHl13aL¥I151 ynpaBJleHI151 o6111eCTBeHHbIM np0I13BOlCTBOM, 1979, CTp. 117. 
(15) CM. , TaM lKe, CTp. 117 -118; 3KOHOMI1Ka OpraHl13aL¥I151 1 nJlaHl1pOBaHl1e npOMbl山J1eHHoro npOI1BOlCTBa, cTp.43. 
(16) ，-全体的には，部門別機関システムは省形態をとり，部門問機関システムは委員会となる oJ ( OpraHl13aL¥I151 
Y日paBJleHI151 o6111eCTBeHHbIM np0I13BOlCTBOM, 1979, CTp. 118. ) 
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国家委員会は機能上は産業省の上位にあるが， (法的には)産業省と同格であげ?その議長
は(大臣と同じ資格で)ソ連邦(や共和国)政府(=閣僚会議)を構成している。ソ連邦国家
委員会はソ連邦最高会議幹部会の決定に応じて(その後ソ連邦最高会議の承認を経て)組織さ
れる。ソ連邦国家委員会には全連邦国家委員会と連邦・共和国国家委員会がある。乙れは，同
じような機能を果たす経済機関(すなわち，国家委員会)が(全ソ連邦だけでなく)連邦・共和
国にも存在していることを意味している。
例えば，全連邦国家委員会として，発明・発見国家委員会，科学・技術国家委員会，規格国家委員会，
対外経済交流国家委員会などが知られ，連邦・共和国国家委員会として，国家計画委員会，建設事業国家
委員会，資材供給国家委員会，労働・社会問題国家委員会，価格国家委員会，職業技術教育国家委員会な
ど，が有名である。
またソ連邦閣僚会議附属国家委員会も存在する。乙れはソ連邦閣僚会議の決議によって組織
され，ソ連邦国民経済の若干の一定の領域や管理方向にて機能する。この議長は政府のメンバ
ーとはならない。ソ連国家委員会の議長はソ連邦最高会議によって任命され副議長はソ連邦閣
僚会議で承認されるが，閣僚会議附属国家委員会の議長と副議長はソ連邦閣僚会議によって任
命される!
国家委員会の活動と構造は，ソ連邦国家計画委員会(通称ゴスプラン)を例にとれlf つぎ
のようになっている。
ソ連邦ゴスプランには，党の経済戦略や省庁・連邦加盟共和国の閣僚会議・ソ連邦科学アカ
デミーの提案を基礎として，国民経済発達の基本方向を作成することが課せられている。乙の
ゴスプランが(国民経済のすべての部門と連邦加盟共和国をカノてーした)統一国民経済計画を
作成する。ゴスプランは，その活動において，ソ連邦閣僚会議に直接従属する。
ソ連邦コ守スプランの構造は，基本的には， 3 つの部分にわかれる。ゴスプラン指導部，ゴス
プランの管理機関 (annapaT) , ゴスプラン附属組織，がそれである。指導部は，国家計画委員
の委員とゴスプラン協議員 (KO川町間)から構成される。議長はソ連邦最高会議によって任命
され，委員はソ連邦閣僚会議に任命されるが，協議員はゴスプランの推薦にもとづいてソ連邦
閣僚会議によって承認される。
管理機関は， (一定の部門の計画化に従事する)部門別部， (労働・賃金・原価などの指標C
とに，部門ごとの計画を調整する)総合 (CBOllHbIM) 部， (すべての生産物について物的バラン
スを作成する)バランス部， (ソ連邦全体にわたって，個々の問題一一例えば，計画化への
(1わ TaM lKe.. 
(18) TaM lKe, CTp. 117 ~ 118. 
(1制 CM， TaM lKe, CTp. 119~12 1. 
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新しい計算技術の導入一ーを解決する)専門部，から成る。
附属組織としては，諸官庁連合委員会や科学経済研究所，計画化・ノルマチーフ研究所，輸
送問題総合研究所，生産力研究会議，などが有名である。例えば， (ゴスプラン，大蔵省，中
央統計局，労働・社会問題国家委員会などの代表者から成る)諸官庁連合委員会は，万法論的
には， (計画化・経済的刺戟化の新しい条件へすみやかに移行するように)先進的企業や合同
を指導し，実務的には，刺戟化フォンド控除ノルマチーフを確立する。
2. 2. 部門別管理機関
ソ連邦では，部門別管理機関がそれぞれの工業部門の個々の企業(や合同)を直接に指導す
る。すでにあきらかにしたととし全ソ連邦省，連邦・共和国省， (各々の連邦加盟共和国と
自治共和国の)共和国省，部門別官庁，地方ソビエト執行委員会管理局(部) ，がそのような部
門別管理機関であ打工業部門管理の最高機関が産業省で、ぁ dll つの省を構成するのは単に
企業(ゃ合同)だけではない。それぞれの部門の科学研究組織，設計組織，テクノロジー組織，
も省を構成している。例えば，ソ連邦重・輸送機械製作省では， 40以上の科学・設計・テクノ
ロジー・計画研究所や組織，中央科学技術図書館，が存在していと
全連邦省 (06山eCOlO3Hble M即日CTepCTBa) は，国全体の規模の統一した技術的および経済的指
導を必要とする最も重要な工業部門の管理のために設立され機能している。これらの全連邦省
はソ連邦全体でそれぞれ 1 つであり，それがソ連邦全体にわたってその管轄下にある国民経済
部門を(従って，そのような部門に属する企業を)直接にあるいは(それぞれの省に任命され
た)機関を通して指導している。主として，重工業部門や機械製作部門が全連邦省の管轄下に
ある。
連邦・共和国省 (COI03Ho-pecny6~HKaHCKHe MHHHcTepcTBa) は，その従属関係 (nO)L'1HHeHHOCTb)
によって，ソ連邦の省と(同一名称の)連邦加盟国の省に分かれる (80ページの図 1 を参照)。
つまり，同一名称の連邦・共和国省がソ連邦と連邦加盟共和国に存在している。ソ連邦の連邦
・共和国省は(例えば，ソ連邦鉄鋼業省として)ソ連邦にそれぞれ 1 つしかないが，同一名称
の(例えば，自ロシア鉄鋼業省，ウクライナ鉄鋼業省などの)複数の連邦・共和国省がいくつ
側部門別官庁 (OTpaCJl四ble BelloMcTBa) とはソ連邦閣僚会議あるいは連邦加盟国共和国会議附属の総管理局
(r JlaBHble ynpaBJleHH5I)，管理局および委員会であり，傘下の企業や組織を直接指導するが，原則として，活動の
対象(規模)の点で，省と相違している。乙れも，全連邦部門別官庁，連邦・共和国部門別宮庁，共和国部門
別官庁， fL:.分かれる。例えば，ソ連邦閣僚会議附属徴生物産業総務局，勤労者代議員ソヒ守エト執行委員会の部
局 (OTlleJl bl H ynpaBJleHH5I)，がその具体例である。(CM. , OCHOBbl 9KOHOMHKH H ynpaBJleHH5I npOH3BOllCT BOM, 3KOｭ
HOMHKa, 1977, CTp.l09~11 1.) 
(21) í産業省 (npOMbl山JleHHOe MHHHcTepcTBo) は産業の一つの部門を指導する国家的管理の中央機関である叫
(OpraHH3aUH5I ynpaBJleHH5I o6111eCTBeHHbIM npOH3BOIlCTBOM, 1979, CTp. 129. ) 
(22) CM. , K. TaKcHp, YnpaBJleHHe npOMbllllJleHHOCTblO CCCP, BblCllla51 凹KOJla ， 1985, cTp.76. 
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かのjか 1固に存在し，それぞれの共和国の連邦・共和国省はその共和国に立地している企業を
連合している。ソ連邦の連邦・共和国省によって直接に指導(管理)される工業企業(や合同)
の数は限定されたものであ J? 会出 2Cそ(すなわち，大多数の場合は) ，ソ連邦の連邦・共
和国省がそれぞれの共和国の同一名称の連邦・共和国省を通して然るべき産業部門を管理して
いる。従って，連邦加盟共和国の連邦・共和国省は (1) 自己の共和国の閣僚会議と (2) 自己と同
一名称のソ連邦の連邦・共和国省に所属していよ!乙のような二重従属が，ソ連邦の公式見解
(例えば，教科書『ソ連邦工業経済学J) によれよ)中央集中的な指導の強化だけではなく共
和国の権限や民主主義的管理原理の拡大を促進し，部門別管理原則と地域別管理原則の合理的
結合を保証している。連邦・共和国省は，鉄鋼業省，非鉄金属工業省，石炭工業省，石油精製
・石油化学工業省，建設資材工業省，軽工業省，食品工業省など，に代表される。
連邦加盟共和国省 (pecrry6~HKaHCKHe MHHHCTepCTBa) はそれぞれの共和国閣僚会議附属として
設立され機能している。これは(地方的意義をもち，主としてその地方の原料にで活動し，原
則としてその共和国の欲求にこたえる)企業を指導している。例えば，ロシア共和国には，い
くつかの地場産業省 (MHHHCTepCTBa MeCTHOH rrpOMbILlJJIeHHOCTH) や燃料工業省が存在している。
これらの地場産業省の企業は共和国省と地方機関(人民代議員の地方ソビエト)に従属すぎ!
それぞれの産業省の構造は(例えば，工業全体に占める部門の位置と役割，部門の経済的関
連，企業数と地理的配置，産出される生産物の性格，テクノロジーの複雑度，生産の集積・集
中・機械化の水準など)多数の要因によって規定されているために，細かな点では相違してい
白羽るが，多くの共通点も存在し(ある意味では)同一である。具体的には，省の指導部(大臣，
図 2 省の構造
(出典) 3KOHOMHKa rrpOMbILlJJIeHHOCTH CCCP, CTp. 127. 
包3) 3KOHOMHK3 opr3HH33UHH H nJl3HHpOB3HHe npOMbl凹J1eHHoro npOH3BOHCTB3, cTp.44. 
(24) T3M )I{e, CTp.45. 
包5) 3KOHOMHK3 npOMbl凹J1eHHOCTH CCCP, CTp. 119. 
四 CM. ， K. T3KCHP, YK33. CO 'l., CTp.76. 1976年の資料によれば，工業生産物の51%が全連邦省管轄下の企業l乙
よって産出され， 49%が連邦・共和国省や共和国省の管轄下の企業によって産出されていた。 (CM. ， H3y'lHble 
OCHOBbl yn岡田eHHH COUH3J1HCTH'IeCKOH ヨKOHOMHKOH， MbICJlb, 1976, CTp. 61.) 
間 「部門の技術経済的相違にもかかわらず，省の構造には多くの共通点か守存在する叫 (3KOHOMHK3 npOMbllllJleHHｭ
OCTH CCCP, CTp. 126. ) 
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代理，評議会，科学技術会議) ，機能別小部門(総管理局，管理局，部) ，事務部門，が省の内
的構造を形成してい次乙の構造は，例えば，図 2 のようにあらわされる。
部門管理システムのトップに位置しているのが大臣 (MI1HI1CTp) であれ(閣僚会議の一員で
もある)彼は単独責任制 (e，.uI1HaHa'laJlI1e) を基礎として行動してい f! 彼が省の活動とその管
轄下にある部門の企業(や合同)の活動に個人的に責任を負う。大臣はソ連邦最高会議によっ
て任命され，その代理はソ連邦閣僚会議に任命される。それぞれの省には，審議機関(すなわ
ち，評議会KOJIJIerl1H，科学技術会議 Hay可HO-TeXHI1'leCKI1I1 COBeT) が組織されている。
評議会は大臣の諮問機関で、ぁ d! 大臣代理，省の一連の管理局の局長，若干の合同(や企業)
の指導者，が評議会を構成する。大臣が議長である。評議会のメンバーは(大臣の推薦のもと
l乙)閣僚会議によって承認される。評議員の数は普通15名以下であ坑乙の評議会が(部門の
発達，管轄下の企業の実践的指導，カードルの選抜と配置，最も重要な指令の計画などの)諸
問題を検討し，管轄下の部門の合同(や企業)の指導者から報告をきく。評議会の決議は大臣
の指令として実現される。
科学技術会議はその部門の科学技術の発達の諸問題に関わる協議機関で、ぁ次その部門の技
術政策の最も重要な方向の決定，祖国や外国の最新の科学技術業績の生産への導入，組織の改
善・科学研究活動の効率向上に関する措置の作成，がこの会議の基本的課題である。
産業省lに乙は通常つぎのような機能別部局が存在して Lい1d♂!管理局 (ωyr口叩I巾pa悶
画.経済管理局，生産管理局，技術管理局，労働組織・賃金管理局，労働者要員管理局，基本
投資管理局，資材供給管理局，設備・補充管理局など，が知られ，部 (oueJIbI) として，輸送
・通信部，労働保護・安全技術部，中央会計局 (ueHTpaJIbHaH 6yxraTepl1H) ，品質検査局 (rJIaBｭ
HaH I1Hcn印刷兄日o K山町Ty npO，.uYKUI1I1)など，が有名である。これらの機能別管理局(部)の任務
は，それぞれの省の枠内で一定の(まかされた)機能を遂行すること，つまりそれぞれの機能
上の問題を研究し実践を総括し提案をおこなうこと，である。従って，管理局(部)はそれぞれ
の部門の企業や合同と直接に結びつくのではなしそれらを業務的に管理していないの等、あり，
原則として，省に所属する企業に対して命令を出す権利をもっていない。
側 CM. ， YnpaB.neHl1e COU. np0I13BO)lCTBOM, CTp.624. これらが省の中央機関といわれる乙ともある。 (CM. ， Oprｭ
aHI13aUl1H ynpaB.neHI1H 06山eCTBeHHbIM 叩01130B)lCTBOM， 1984, cTp.97.) 
側 「大臣は部門のすべての事柄に個人的に責任をもっ単独責任者 (e)lI1 HOHa刊.nbH I1 K) である叫 (YnpaB.neHl1e
COU. np0I1330)lCTBOM, cTp.625.) 
(30) ，-評議会は大臣附属の諮問機関 (COBe山aT印刷bIH opraH) である叫 (TaM )I{e.) 
(31) CM. , OpraHI13aUI1H ynpaB.neHHH 06mecTBeHHbIM npOH3BO)lCTBOM, CTp.98. 
。2) ，-省の科学技術会議は部門の科学技術発達の諸問題に関わる協議機関 (COBeIl.(aTe.nbHbIH opraH) である叫
(TaM )I{e.) 
(3) CM. , 3KOHOMHKa opraHH3aUHH H n.aHHpOBaHHe npOMb山.neHHoro npOH3BO)lCTBa, cTp.46. 
(34) 3KOHOMI1Ka npOMbI山.neHHOCTH CCCP, CTp.127. 
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事務部門 (o6cJlY制Baω[JJfIe nOllpa3即応Hli51)とは，総務部 ynpaBJlemle 且eJlaMH (allMHHHCTpaTHｭ
BHO-X0351HCTBeHHbI員 OT且eJl) ，事務局，書記局など，に代表される。
2. 3. 部門別管理の中級環
工業管理は二環あるいは三環管理システムのもとでお乙なわれている。図で示すと図 3 のよ
うになる(普通は，それぞれの(A) と (8)が二環ないしは三環システムと呼ばれている)。二環シス
テムのもとでは，生産単位(生産合同，コンビナート，企業)は直接に産業省に従属するが，
三環システムのもとでは，企業などはまず全ソあるいは共和国工業合同に属し，その合同が全
連邦省あるいは連邦共和国省に従属する。部門の性格に応じて，同一省において二環システム
図 3 
二環システム
(A) 
全ソ連邦省
(同
連邦加盟共和国省
生産合同，コンビナー卜，企業 |生産合同，コンビナート，企業
一環システム
(刈 (同
全ソ連邦省 連邦加盟共和国省
全ソ連邦工業合同 共和国工業合同
生産合同，コンピナート，企業 生産合同，コンビナー卜，企業
(c) (司
ソ連邦の連邦・共和国省 連邦加盟共和国省
連邦共和国の連邦・共和国省 自治共和国の省委，地万人民代議員ソビエト執行員会管理局
生産合同，コンビナート，企業 |生産合同，コンビナート，企業
(出典) 3KoHoMHKa npOMbllll刷
と三環システムが同時に採用されているケースもあ次かくして，三環システムのもとでは，
(35) CM. , TaM lKe, CTp.120-121. 
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産業省と生産単位の聞に中間環が存在しているのであれ全ソ連邦(や共和国)工業合同は部
門管理の中級環といわれていざ!
部門管理の中級環としての工業合同は，すでに指摘したととしその位置づけによって全ソ
工業合同と共和国工業合同に分けられる。全ソ工業合同は全連邦省あるいは連邦・共和国省シ
ステムのもとでの中級管理環であり，共和国工業合同は共和国内部門別管理システムの中級管
理環で、ぁ♂従って，全ソ工業合同は全連邦省(そしてソ連邦の連邦・共和国省)に属するが，
共和国工業合同は， (1)連邦共和国の連邦・共和国省か， (2)共和国省か， (3)共和国の閣僚会議，
に属すよ!このような全ソ連邦(そして共和国)工業合同は， (法人格を有した)工業企業，
科学研究組織，設計組織，テクノロジ一組織，から構成されよ!生産合同(コンヒ、、ナート)も
工業合同の一員となることもある。
工業合同は独立採算制をベースとして(すなわち，省から予算の配分をうけずに)機能し
(それぞれの合同を構成する)企業や組織を指導する。従って，工業合同はそのような企業に
対しては上級管理機関である。
工業合同の組織構造は，生産の規模や特殊性そして傘下の企業(や組織)の数に応じて，多
様であるが， (内的な管理構造からみれば)いくつかの共通性がみられよ!まずいずれの工業
合同も(省庁によって仕命された)合同長によって指導される。合同長は「単独責任」原則の
もとで活動し，その権限内で命令や指令を出し，様々な行政的管理方法を行使する。と同時に，
合同と(それを構成する)企業や組織の利害を保障し，それらの企業や組織の合同の経営活動
の結果に対する責任を高めるために，合同では，企業長会議 (COBeT AHpeKTopoB) が設置され機
能している。乙れは(協議機関としての性格をもっ)世1)集団的指導機関で、ぁぷ?合同長，その代
理， (工業合同を構成する)生産合同の総企業長 (reHepaJIbHbIH AHpeKTop) , コンビナートの長，
企業長など，そして労働者の社会的組織の代表者，が企業長会議に出席する。企業長会議の決
定は合同長の指令として実現される。また合同長附属として，技術経済会議が存在する。乙れ
も協議機関であり，最新の科学技術業績の利用や導入などの問題を検討する。合同の指導者，
(高い技能を有した)専門家，生産の草新者，合理化運動員，がそのメンバーである。
(36) r工業合同は工業部門の組織構造の中級環である叫 (YnpaBJIeHHe COlJ，.日pOH3BOnCTBOM cTp.625.) 
(間「新しい進歩的な組織上の管理形態としての工業合同の創設は……1973年 3 月 2 日の決議からはじまる叫
(λ. I1BaHoB, YKa3. CO可.， CTp. 79.) 
(38) 06もenHHeHHe B npOMbIWJIeHHOCTH, CTp.96. 
(39) K. TaKcHp, YKa3. CO可.， CTp.105. 
位。 CM. ， 3K?oMHKa npOMbI凹JIeHHOCTH CCCP, CTp.124. 
体 1) TaM lKe, CTp. 125. 
(42) Jl. I1BaHoB, YKa3. CO可.， CTp.80. 
体3) YnpaBJIeHHe COlJ,. npOH3BonCTBOM, CTp.626. 
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3. 企業の管理構造
個々の企業は国家からの一方的な命令に従って管理されているのではない。すなわち，個々
の企業の管理は単に(いままであきらかにしてきた)上級管理機関だけではなく企業自体の管
理機関(システム)によってもお乙なわれている。これは，企業管理が，ソ連邦では，中央集
中的指導と企業自体の経営上の自立性およびイニシアティブとの結合のもとでおこなわれてい
ることを意味している。
タイプ
企業(および生産合同)管理の組織構造には 4 つの基本的な型がみられる。(1)無職場型管理
構造， (2)職場型管理構造， (3)多工場型 (KopnYCH叫 H~H npOH3BOACTBeHH加)管理構造， (4)支社
型(ゆ即日a品Ha冗)管理構造，がそれである。無職場管理構造型企業は二環管理構造(すなわち，
(企業内)機能別管理機関 3aBoAoynpaB~eHHe と職区指導部)から成り，自立的な職区が基本的
な管理・生産上の単位である。職場管理構造のもとでは企業は三環管理構造(機能別管理機関
一一職場管理機関一一職区指導部)となり，職場が管理・生産上の基本単位である。多工場型
管理構造のもとでは，企業には，職区や職場のほかに，小工場 (Kopnyc ， npoH3BoACTBO) がいく
つか存在する。小工場とは相互に関連しあう(あるいは同一タイプの)いくつかの職場が 1 つ
の建物に配置されたものである。乙の場合，企業は四環管理構造(機能別管理機関一一小工場
管理機関一一職場管理機関一一職区指導部)となる。支社型管理構造のもとでは，職区，職場
そして小工場以外に，支社(仰~Ha~bI) が組織されている。企業活動の効率を高めるために活動
機能別管理機関
図 4 二段階管理構造と多段階管理構造
(出典) Teop附 ynpaB~eH問 COU. npOH3BOACTBOM, 3KoHoMHKa, 1983, cTp.165. 
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の地理的範囲を拡大し原料の供給地や製品の消費者の近くで生産をおこなう必要性が生じた場
は支社型管理構造となる。職場グループあるいは自立的職区クゃルー
その活動は企業内独立採算制をベースとしておこなわれる。無職場型構造
は小企業に多く，多工場型管理構造や支社型管理構造は巨大企業や生産合同にみられる?乙れ
その企業(や合同)
プが支社を構成し，
合l乙，
らの管理構造は図 4 のようにあらわされるであろう。
社会主義工業企業では，主として，職場型管理構造がとられている?すなわち，企業は，原
則として?いくつかの職場に分かれ， それぞれの職場がいくつかの職区に分かれている。また
同時に機能別管理機関も企業を構成している。
職場は企業内の中級の管理段階で、ある(?この基本的課題は定められた計画と技術経済指標に
依って製品を産出することであり，いくつかの職区を連合している。職場を指導する人物が職
4~8 の職区を指導するのが最も効果的であるといわれている。彼I乙生産担当職場長であり，
場長代理が直属する。その他l乙，機械局，労働ノル化・賃金局，計画・ディスパッチャ一局な
を構成する。また大職場では生産技術会議がが職場管理機関 (annapaT ynpaBλeHI15I ueXOM) ど，
職場機械局テクノロジー局職場長代理生産担当
パッチャ
l
局
計画ディス
機械職場の管理図図 5
日JIaHl1pOBaHl1e 1 ynpaBJIeHl1e npe江npl15ITl1eM XI1MI1可eCKoro(出典) OpraHI13aUI15I, 
CTp.52. 1977, BbIC凹a月山KOλa，Ma山I1HOCTpOeHI1兄，
これに関しては， TeOpl1H 刊岡田eHI1H COUl1aJII1CTI1明CKI1M np0I13BOllCTBOM, 3KOHOMI1Ka, 1983, CTp. 164 -168 およ
び OCHOBbl 9KOHOMI1KI1 1 ynpa回eHI1H np0I13BOllCTBOM, CTp. 117 -118 を参照の乙と。
「企業では，主として，職場型管理構造がとられている叫 (3KOHOMI1Ka OpraHI13aUl1H 1nJIaHl1pOBaHl1e npOMb凹r
eHHoro np0I13BOllCTBa, cTp.51.) 
CM. , K. TaKc l1p, YKa3. CO可.， CTp.237-238. 
TaM lKe, CTp. 234. 
(44) 
(45) 
??口δ
他。
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設置されていざ!乙れは(技術労働者，生産革新者や先駆者，から成る)職場長の諮問機関で
あり，生産発達・改善計画，先進的経験の導入，合理化提案の採択，などの問題を審議する?
職区とは企業内の低い管理段階で、あげ)生産・テクノロジー上の特徴あるいはその他の特徴
で結びついたいくつかの作業域を連合した組織・生産単位である。職区は(普通上級職長ある
Jh職長で、ある)職区長に指導される。職区にはいくつかのタイプがある。例えば，労働者が
職区長に直接従属している職区，ブリガーダ長に指導されるブリガーダが連合している職区
(乙の場合いくつかのブリガーダが職区を構成する) ，であり，大職区ではブリガーダが職長
に指導されたク'ループに連合している。職区長は職場長に従属する。
(52) 
例えば，化学機械製作企業では，職場が 100人以上の労働者のもとで組織される。テクノロジー的に関
連のある職区が職場を構成する。それぞれの職場において生産過程を直接に管理するラインの指導者が職
場長であり(彼に直属する)それぞれの職区の指導者である。職区長の職務は(彼に直属する)上級職長
が 2 人以上存在するようにとEった時点で設置される。また上級職長は， 2-3人の職長が部下にいる場合
lζ，職長の職務は，労働者が25人以上の場合!L，お乙される。比較的小規模の企業では，無職場型管理構
造となる。との場合には，上級職長(あるいは職長)を指導者とした生産職区がおかれる。乙れが基本的
生産単位であり，企業長に直属する。
多様な管理機能を遂行するために，機能別管理機関が設置され機能している。様々な部や課
(OTJleJIbI M CJIY>K6bI) がこれを構成する。乙れらの機能別部・課には，後で具体的に示すよう
に，企業長に直属するものと企業長第一代理(技師長)に直属するものがあり， (企業のそれ
と同じ原理で組織された)職場の機能別管理機関も存在している。その数は生産の規模や複雑
さに依存するが，いずれも一定の経済的・生産技術的・組織的管理課題を解決しなければなら
ないという管理上の必要性から生まれたものである?つぎのような部が，機能別管理機として，
代表的である。(業務上の計画化をお乙ない職場を統制する)生産・ディスパッチャ一部， (基
組8) CM. , ﾜCHOBbI 9KOHOMHKH H ynpaBJIeHHH npoH3Bo且，CTBOM， CTp. 121. 
(49) 3KOHO附Ka opraHH3aUHH H nJIaHHpoBaHHe npOMhl~eHHoro npOH3BO~CTBa， cTP.52. 
(50) K. TaKcHp, YKa3. CO可.， cTp.234. 
(51) CM.，刀.11BaHoB， YKa3. COlJ., .CTP. 99. r生産職区は(労働者数が25-30人を越えない場合には)職区の職長
に指導される叫 (üpraHH3aUHH ynpaB氾HHH 06mecTBeHHbIM 叩OH3BO~CTBOM， 1979, CTP. 135.) r ヨリ大きな職区の
指導の場合には，上級 (CTap凹目前)職長以外lζ，交替作業班ごとに (CMeHHble) 職長が任命される叫 (YnpaBJIe­
HHe COU. npOH3凹且，CTBOM， CTP. 627. ) 
(52) CM. , üpraHH3aUHH, nJIaH叩aBaHHe H ynpaBJIeHHe npe~pHHTHeM XHMHlJeCKoro MaWHHOCTpoeHHH, BbIC山間凹KOJIa，
1977, CTp.52-53. 
間 「専門的な機能別小部門の創設は企業システムにおいて然るべき経済的あるいは生産テクノロジ一的過程の
管理という一定の課題を解決しなければならない乙とに条件づけられている叫 (CTPYKTypa H Ka~bI ynpaBJIeHHH , 
HayKoBa zyMKa, 1980, CTp. 96. )海道進著『社会主義企業管理論(上巻).1，千倉書房， 1987年，第 4 章l乙て，
機能別管理機関が，工場管理部として，具体的に詳細に説明されている。
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本建設計画の遂行を保障し基本建設活動の遂行を統制する)基本建設部， (人員の採用・解職
・訓練再訓練をおこなう)人事部， (新製品の開発に従事する)設計部， (テクノロジー・プロ
セスの研究・導入に従事する)テクノロジ一部， (機械の修理を指導する)機械部， (原材料・
部品・半製品を供給する)資材供給部， (完成製品の実現に努力する)販売部， (会計に従事し
資金の支出を統制する)会計係， (利潤の正しい利用，回転資金の状態に責任をもっ)経理部，
(企業内計画を作成し工場内ホズラスチヨットを組織する)計画・経済部， (ノルマ化・労働
組織・支払形態の諸問題に従事する)労働・賃金部， (産出される製品の質を統制する)技術
統制部，がそれである。このような機能別管理機関の構成は，国家委員会の構成，省の機能別
管理局の構成とほぼ同一である。なぜならば，それらはいずれも「社会主義の客観的な経済法
則を意識的問映させて」形成されたもので、あるからである?ソ連邦では，すでにあきらかな
ように，工業全体の指導をソ連邦閣僚会議がおこなっているが，乙れは，そのような指導を，
いわばライン上の諸機関(すなわち，部門別産業省)と機能上の機関(例えば，各種の国家委
員会)の助けを借りて実現しているのであり，乙の関連が，図 5 のように，個別企業内部に至
るまで続いている。
一ム一三一員一委一バH
リ一
一口刀一一じじ一ム円口一一機
図 5 様々な管理レベルにおけるライン上の関連と機能上の関連
(出典) Teopl151 ynpaBJJeH問 COlJ，・ np0I13BO~CTBOM， CTp.181. 
(54) I工業企業管理の組織構造は意識的にそして(管理機能や管理方法を通してあらわれる)客観的に作用する社
会主義の経済法則を反映した形で形成されるせ (K. TaKCHp, YnpaB.JIeHHe npOMbI山灰HHOCTbIO CCCP, 1977, CTp. 
236. ) 
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乙乙で企業とともに「生産の基本的環」として位置づけられている生産合同について若干触れておく。
乙れは，生産の集積化・専門化・コンビナート化，管理機能の集中化，国民経済の管理水準数の減少，を
めざして，既存の企業や組織を連合したものであり，ソ連邦では， 1960年代の初め頃から試みられ， 1970 
年代の前半以降活発になってきている。生産合同はフィルマ(中叩Ma) やコンビナート (KOM6HHaT) とも称
られ，その種類 (BH11bI) は部門ごとだけでなく同一部門内でも多様であり，いくつかの基準によって分類
可能であるが，ここでは，「研究一生産」過程の包摂度によって，生産合同，科学生産合同，生産技術合
同，と区分してみた。科学生産合同は科学と生産の直接的結合の形態であり，科学研究所(これが指導的
プロクェクトな地位を占める) ，設計組織，実験工場，企業，から成る。乙れは科学技術進歩のテンポが速い部門を中
心として普及している。生産技術合同とは設計組織やテクノロジ一組織を「核」として連合した合同であ
り，生産・労働組織化の現代的な方式の研究開発を課題としている。生産合同は総企業長 (reHepaJIbHbIH
11HpeKTOp) によって指導され，合同の技師長が総企業長第一代理である。また(合同を構成する)個々の
組織の利害の調整を目的として，合同会議 (COBeT 06be11HHeHHH) が， 4 半期lζ1度，開催される。乙れは総
企業長附属の諮問機関であり，そ乙での決議は，総企業長の指令 (npHKa3) として，具体化される。(生産
合同については，例えば， K. TaKCHp, YnpaBJIeHlfe npOMbI凶庇HHOCTbIO CCCP, BbIC山田山KOJIa ， 1985; Coｭ
Bep山eHCTBOBaHHe ynpaBJIeHHH B npOMbIWJIeHHOCTH, oeJIapycb, 1981; 3KoHoMHKa opraHH3aUHH H nJIaHHpOBaHHe 
npoMb凹JIeHHoro npoH3B011CTBa, BHllla 山KOJIa， 1984; 06もE且HHeHHH B npOMbI凹JIeHHOCTH， Mry, 1978，などを
参照の乙と)。
ソビエト社会主義企業では，企業長とその代理が企業(工場)の全般的指導をおこなう。企
業長は企業のすべての活動(すなわち，ライン上の小部門や機能別小部門の活動)を組織する。
企業長第一代理は技師長である。その他に企業長代理として，例えば， (経済問題担当企業長
代理としての)主任エコノミスト，生産担当企業長代理，人事・厚生担当企業長代理，建設担
当企業長代理，販売問題担当企業長代理，がいる。(機能別管理機関である)諸々の部のなか
のいくつかは企業長に直接従属しているが，他の部は(技師長をはじめとする)企業長代理の
管轄下にある。例えば，経理部や技術統制部は前者の例であり，設計部，労働・賃金部，生産
ディスパッチャ一部，基本建設部，資材供給部，は後者の例である。これは，例えば，次頁の
図 6 のごとく示される。
これらの構成部門の長を中心としていわゆる管理機関あるいは管理部 (a.ll.MHHHCTpau問)が成
立すぷ!すなわち，企業長，企業長代理，職場長，職区長，職長，機能別管理機関の部課局長，
がそのメンバーで、ぁ d! そして，彼らは指導者としても位置づけられている。また，それぞれ
の指導者は，管理水準ごとに，分類される。例えば，次頁の表 I はその具体例である。
日)社会主義「企業は， 2 つの基本的なシステム(すなわち，管理システムと被管理システム)から成る叫 (K.
TaKCHp, YKa3・ CO可.， CTp. 234. ) 
(56) í企業の管理部とは，全体としての企業とその個々の部分を指導する公務員 (110訓HOCTHble JIHua) の総体であ
る。企業長，主任技師，企業長代理，職場長，部局長，上級職長，職区長，職長そしてその他の企業環の長，
がそれを構成する叫 (CnpaBOlJHHK noc06He 11HpeKTopy npOH3B011CTBeHHoro 06be11HHeHIfH, npe11npHHTHH, 11 , 3KOHOMｭ
HKa, 1977, cTp.455.) ブリガーダ長は，普通，管理部を構成しないと考えられている。これについては，拙稿
「ソ連邦のブリガーダ万式J {産業と経済〉第 2 巻第 3 号を参照されたい。
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工程部
合理化・発明部
(ピュロー)
技術情報部
(ビュロー)
労働保護・安全
技術部(ピュロー)
修理・エネルギ、
ーサービス部
(ビュロー)
修理・エネルギ
ー施設
基本生産の部門
図 6 工業企業管理機関の構造図
(出典) 3KOHOMI1Ka OpraHI13a日間 11 nJIaHl1pOBaH即日pOMbI四eHHoro 叩0I13BO~CTBa， cTp.51. 
表 1 指導者職務の分類
管理水準 管理の性格に応じて
によって ラインの指導者 機能上の指導者
上 級 企業長 主任技師，経済問題担当企業長代
理，行政問題担当企業長代理，人
事担当企業長代理など
中 級 生産の長，職場長，交代班の長と 主任工程技師，主任機械技師，主
その代理 任ディスパッチャーおよびその代
理，諸々の部の部長とその代理
下 級 職区長，上級職長，職長 部内のビュローの長，職場ビュロ
ーの長，機能ク、、ループの長
(出典)λ. I1BaHoB, OCHOBbI ynpaBJIeHλ兄 np0I13BO~CTBOM， flecHa河口pOMbIJIeHHOCTb ，
1979, CTp.181. 
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しかしながら，社会主義企業の管理構造は(上述のような管理部(換言すれば「専門的管理」
構造 CTpyKTypa (npo併CCHoHaAbHoro ynpaBAe日間})と同一ではなく，「社会的管理」構造 CTPYK -
Typa {06meCTBeHHOrO 卯paMeHHSI} もその一部を成している。すなわち，社会主義企業では，勤
労者の管理参加が制度的に保障されているのである。乙のような勤労者の管理参加はつぎのよ
ような基盤にもとづく。すなわち， (1)生産手段の社会主義的所有(経済的基盤)， (2) プロレタ
リアート独裁(政治的基盤)， (3) マルクス・レーニン主義理論(イデオロギー的基盤)， (4)民主
集中制原則(組織的基盤) ，がそれであ di 管理参加の組織形態は多様であるが，例えば，常
設生産協議会，人民統制，組合の委員会，各種の社会的な経済ピュローや会議，等々がその代
表である。(その詳細な検討は別稿を予定しているが，)乙れらの社会的管理機関が具体的には
どのような管理機能を遂行しているかを，前述の企業内機能別機関との関連で，以下の表の
ようにまとめることもできる。またそれら機関の管理参加ルートは図 7 のごとく示されるであ
ろう(ただし，人民統制は図では人民点検とされ，~ピュローは~局と表示されているL
表 2 管理機関の構造小部門と社会的管理形態(機関)の聞における具体的機能の配分
具体的機能 管理機関の小部門 管理の社会的形態(機関)
1.生産の科学技術 技術部，テクノロツ一部，建設 生産大衆委員会，常設生産協議
的準備の管理 部，科学技術情報部，特許局， 会，科学技術協会，人民統制，
標準化部，科学技術局 社会的建設ピュロー，合理化協会，
経済分折ロー， HOT会議，社
会的特許ピュロー，社会的科学
研究所，革新者会議，若年スペ
シャリスト会議
2. 生産の経済的準 計画経済部，計画生産部 生産大衆委員会，常設生産協議
備の管理 会，社会的経済分折ピュロー，
人民統制，科学技術協会
3 基本的曜崎|瞳…ッテャ一部瞳 生産大衆委員会，常設生産協議
理部 会，人民統制，職長会議，若年
スペシャリスト会議
4 補助生産の管理| !生産大衆委員会，常設生産協議
会，人民統制，社会的経済分折
ビュロー，科学技術協会
5. 生産物の質の管 技術統制部，測定研究所，統制 生産大衆委員会，常設生産協議
理 局 会，人民統制，社会的経済分折
ピュロー，コムソモール・サー
チライト，科学技術協会，社会
的建設ピュロー，合理化協会，
間 TeopHSI ynpa回eHHSI cou. npOH3BOACTBOM, cTP.265. 
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具体的機能 管理機関の小部門
6. 労働と賃金の管|労働・賃金部，ノルマチーフ研
理 l 究所
管理の社会的形態(機関)
革新者会議，若年スペシャリス
ト会議，職長会議
賃金・ノルマ委員会，常設生産
協議会，人民統制， H OT会議，
社会的経済分折ピュロー，革新
者会議，職長会議，若年労働者，
スペシャリスト会議
7. 要員と社会的発|人事部，教育訓練部，労働と管|党委員会，労組委員会，コムソ
達の管理 |理の科学的組織部，社会学ピュ|モール委員会，常設生産協議会，
ロ- I HOT会議，同志裁判所，人民
8. 資材供給の管理|資材供給部
9. 販売の管理 |販売部
10. 財務管理，信用|財務部，会計部
や会計の管理
11.基本建設の管理 l 基本建設部
12. 管理システムの|労働と管理の科学的組織部
改善に関わる企業
管理
(出典) TeopH5I ynpaBJIeHH5I COU. 
npOH3BOllCTBOM, CTp. 266~267. 
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統制，革新者会議，予防修理者
会議，チュータ一会議，職長会
議，若年労働者・スペシャリス
ト会議
生産大衆委員会，常設生産協議
会，人民統制，社会的経済分折
ビュロー
生産大衆委員会，常設生産委員
会，人民統制
生産大衆委員会，常設生産協議
会，社会的経済分折ピュロー，
人民統制
生産大衆委員会，常設生産協議
会，人民統制
生産大衆委員会，常設生産協議
会，人民統制合理化協会，科学
技術協会，社会的経済分折ピュ
ロー，社会的技術情報ピュロー，
HOT会議，草新者会議，若年
スペシャリスト会議
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田中雄三「企業における勤労者の管理参加J ， IF現代と思想、j] No.29, 175ページ。
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(出典)
ソ連邦社会主義企業の管理構造
4. おわりに
ソ連邦社会主義(工業)企業では，単にそれぞれの個別企業の経営者(指導者)の指導だけ
ではなく (上述してきた)いくつかの上級機関の直接的な(あるいは間接的な)指導・管理の
もとで経営活動がおこなわれている。この乙とは，当然の乙とだが，企業の管理活動が(その
ような上級機関が命令や指令をだすために)上級機関の統制下にあることを示している。だが
現実には，企業は単にいわゆる上級機関の統制だけではなくその他の機関や組織の統制下にも
あるのであり，これが社会主義的管理の「特徴」の 1 つを示している。社会主義的統帝「 (KOH­
TPOJlb) の問題である。
生産手段の社会主義的所有(従って，所有の社会的性格)は，よく言われているように，社
会主義経済の計画的な釣りあいのとれた発達を必然的なものとしまた可能なものにする。しか
し，社会主義のもとでは，社会的生産の計画的な運動形態が支配的であるとしても，自然発生
性 (CTI1X I1HHOCTb) の一定の要素が残る。例えば，それは，経済過程や現象の機能化や発達の現
実の状態や結果が採択された計画・規範・原則・管理上の決定からはずれるという形で，あら
われる。社会主義が組織化された経済であるということは，経済運営のあらゆる自然発生性が，
社会主義のもとでは，完全に除去されているということにつながらないのである。このような
「否定的現象」の発生の基本的原因は，ヴェ・デメンチェフ (8 且 eMeHTbe凶乙よれlf つぎの
乙とにもとめられる。 (1)経済運営メカニズムの機能上の欠陥。経済運営メカニズムの若干の要
素が生産力や客観的経済法則の要求に一致していない乙と。 (2) (共産主義イデオロギーに対立
する)社会心理の一定の要素。これは，歪められた欲求，利害，目的，道徳的価値，にあらわ
れる。 (3)様々な外的要悶(例えば，自然現象)の否定的影響。
現在の社会主義のもとでは，国民経済計画のたえざる遂行，労働・生産・財務規律の順守，
国民経済手段の合理的利用，が，社会主義経済をすみやかに効果的に機能させ勤労者の生活上
の欲求を充足させる「必要不可欠な条件」である。だが現実には， (上述の原因に拠って)そ
れが妨げられる可能性か存在している。従って，一面で，経済過程の計画的な合目的的な機能
化の必要性，他面で，それを妨げるようなものの発生の可能性が，「統制」の必然性を生みだ
すのである。
側社会主義統制の経営メカニズム(管理プロセス)における位置，管理機能の 1 っとしての統制の意義，他の
管理機能との相互関連など，の問題の検討は，別の機会を予定している。社会主義統制はレーニンによって根
拠づけられたとの考え方が支配的であり (CM. ， JI. KpaMapOBCKHH, PeBH3H5I H KOHTpO.nb ， ψHHaHCbl H CTaTHCTHKa, 
1982, CTp. 5-9.) ，社会主義統制の歴史的展開も今後の検討課題の 1 つである。またエス・ボピル (C. 506blp) 
によれば，社会主義のもとでの統制は勤労者を管理ヘヨ|き入れる形態の 1 つであり，乙の点にも資本主義との
相違を見出す乙とができる (CM. ， C. 506b1P, KOHTPO.nb H peBH3H5I X0351HcTBeHHoH ,lle5lTe.nbHOCTH npOMbl山.neHHbIX
npe,llnpH5ITHH, Bblcwa51 凹Ko.na ， 1975, cTp.10.) 。
(59) COUHa.nHcT附eCKHH KOHTpO.nb : MeTO,llbl H npo6.neMbl, HayKoBa ,llyMKa, 1985, CTp. 17 -18. 
(60) TaM lK e, CTp. 18. 
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社会主義的「統制」にはいくつかの種類があり，分類の基準をなににもとめるかによって様
々な分類が可能であ d! この点，ヴエ.コチヨリン(但B.K附p阿11附川f位t
夕イプ
(すなわち，合同や企業)に対して適用される具体的な「統制」が，統制の型(性格)および
その「統制」の方式ごとにまとめられている。彼によれば，統制の型には，ライン型 (λI1HeH­
Hbl負)統制，機能型(ゆy即日目印刷bHblH) 統制，業務型 (onepaUl10HHbl前)統制，がある，これは，統
制の課題に応じて，分類されたものであり，ライン型統制の場合には統制対象全体が統制され
る。例えば，企業長が全体としての企業の状態を統制しているように…・・。機能型統制の場合
には，対象全体ではなしその一部分だけ，が統制される。乙れに対して，企業のある一定の
経営状態を特徴づける現象，例えば，労働生産性向上テンポと賃金上昇テンポの相互関係，の
統制，が業務型統制である。そして，統制万法には，事前 (npellBapl1T凹bHbIH) 統制，方向づけ
(HanpaB.nHぬ山目前)統制，フィルタ一(仰品TPYIOWJ1H) 統制，事後 (noc.nellY的叫I凶)統制がある。
乙れは「統制がおこなわれる時期」を基礎として分類されたものである。事前統制は経営業務
が開始されるまでにおこなわれる統制であり，方向づけ統制とは業務がおこなわれるすべての
期聞にわたっておこなわれる統制である。フィルタ一統制とは業務の一定の(途中の)段階で
おこなわれる統制であり，事後統制は業務が終了したあとで、お乙なわれよ!
社会主義統制は，上述の統制の「型」と「方法」の組合せによって， 4 つのクゃループに分類さ
れる。すなわち，
1.人員代議員ソビエトやソ連邦閣僚会議の統制，所轄管庁 (BellMCTBeHHbI首)統制，経営内 (BW
YTPl1X03胡CTBeHHbl首)統制
2. 人民統制，党統制，労働組合統制およびその他の社会的組織の統制
(61) クラマロフスキー(凡 KpaMapOBCKHìí はつぎのように分類している (CM. ， COUHaJlHCTHlJeCKH? KOHTOpOJlb : 
MeTOllbl H np06J1eMbl , CTp. 32. )。
社会主義の統制の分類
分類基準 | 統制の種類
ソビエト社会主義国家の管理活|全般的統制，専門的統制
動の領域ごとに
統制の主体ごとに
統制機能実現の時間ごとに
党統制，国家的統制(超所轄管庁統制，所轄管庁統制，経営内
統制) ，社会的統制，市民統制，国家社会的統制，国家間統制
事前統制，事後統制
統制に必要な資料の源泉と、とに|ドキュメント統制，事実統制
(62) E. KOlJepHH, KOHrpOJlb B CHCTeMe ynpaBJleHHll COUHaJlHCTH可eCKHM npOH3BO且CTBOM， 3 KOHOMHKa, 1982, CTp. 22~26. 
統制方法はつぎのように図示される (TaM )I{e, cTp.22.)。
. 
to t1 tz t3 t4 t5 
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to-t1 事前統制(業務がはじまるまで)
t1 九、、万向づ、け統制
t tz-ts フィルタ一統制
時間 t4-t5 事後統制(業務終了後)
ソ連邦社会主義企業の管理構造
3. 国家委員会や庁 (Be.llMCTBO) の統制，国家監督局の統制
4. 裁判所の統制，検事局の統制，国家調停委員会の統制
が，それであ d! 第 1 ク、、ループで、は，すべての型の統制と統制方法が利用されている。第 2 グ
ループには機能型統制と業務型統制が固有である。第 3 ク、、ループには機能型統制が固有であり，
事前統制，フィルタ一統制，事後統制，としての性格を帯びている。第 4 クゃループは，機能型
統制が固有であり，基本的には事後統制である，という点で，共通しているが，それぞれ独自
な統制の性格も帯びている。図 8 はこれをまとめたものである。
所轄管庁統制
一八〉
凶一×
一ム〉-HH
川JF
一&巾一一統一一の一所一一川川川
J-
一車十一一裁一
企業，合同
図
ム。く〉
検事局の統制
国家委員会や
庁の統制
国家監督居の
統制
国家調停委員
会の統制
図
ムく〉
ム
Aマム〉八〉図口
…ム事前統制
崩 φ 方向づけ統制
互。フィルタ一統制
一く〉事後統制
図 8 企業(合同)管理システムにおける様々な種の統制
血巾統制制型 統ン 型イ能務ラ機業図図口統制の型
(出典) E. Ko明PHH， KOHTPO~b B CHCTeMe ynpaB~eHHH COU. npOH3BO.llCTBOM, cTp.87. 
(63) 企業(や公務員)がソビエ卜法を正しくすみやかに執行しているか否かの状態が裁判所の統制の対象である。
検事局の統制のもとでもあらゆる組織における合法性の状況が統制されるが，検事局は，裁判所と異なり，統
制下の機関l乙対していかなる行政ヒの権限をもっておらず，検事局の行為は行政的な行為ではない。検事局の
義務と権利はあらゆる違法な決定l乙抗議し事態を裁判所の検討に委ねることである。国家調停委員会は企業聞
の紛争を解決する。また安全対策が基準通りに実施されているか否かの状況の監督が国家監督局の統制下にあ
る。 (CM. ， E. KOttepHH, YKa3. co可.， CTp. 40-44, CTp. 64-66. 
円『d??
宮坂純一
本稿との関連でいえば，所轄管庁統制は(省や工業合同に代表される)上級機関が傘下の企業
に対しておこなう統制であげ!経営内統制が直接企業において公務員(すなわち，経営指導者)
や部局によっておこなわれる統制である。各種の国家委員会は(機能別中央機関であるために)
機能型統制しかお乙なっていない。注目すべきは第 2 クーループの存在であろう。これは，人民
統制，党統制そして(労組統制をはじめとする)社会的組織の統制，に代表され，先l乙若干例
示した管理参加の組織形態とも結びついている。人民統制 (HapO.llHbI訪問HTpO品)とは，国家的
計画の遂行の体系的点検，国家的管理機関や経済運営機関の活動の改善，規律違反・なわばり
主義・宮僚主義との闘争，をめざした，社会主義社会における，原則的に特別な，管理形態で
あさ!このような統制は(ソ連邦人民統制委員会，連邦加盟共和国人民委員会 から個々の
企業の人民統制ク'ループやポストに至る)一連の人民統制機関によっておこなわれている。国
家的統制と企業における勤労者の社会的統制が結合している点ι 人民統制の特殊的まある。
党統制 (napT凶Hblì1 KOHTpO品)は党組織・選出された機関・共産主義者によってお乙なわれる
統制である。企業活動の主要な (Y3JIOB0ì1)問題(例えば，科学技術進歩の諸問題の解決，生産
管理の改善，社会主義競争の指導，労働組織の改善，質・資源の節約との闘争，資源の合理的
利用など)が党組織の統制下にはいる。「党統制は政治的なそして(人民の利害のためにおこ
なわれ非常に強力な執行力をもっ)包括的な統制である。乙れは最も権威があり効果的である。
それ故に，それは社会主義統制シツステムで、主導的で、あれ在会白針。 (061町市印刷 KOHｭ
TPOJIb) は，労働組合，コムソモール組織， (科学技術協会に代表される)勤労者の大衆組織そ
して個々のソビエト市民，によっておこなわれる統制であ d! 例えば，計画課題を職場(職区)
に知らしめる乙と，労働協約で決められた条項の遂行経過，労働法や労働保護原則の順守など，
が労働組合組織の統制下にある。人民統制，党統制，労組統制は，統制主体(すなわち，統制
機関)がいずれも個々の企業内にも企業外にも存在している，という点で，共通してい次
以上あきらかにしてきたような上級機関の指導・管理そして各種機関(組織)の統制また勤
労者の管理参加のもとに，企業はどのように管理されているのであろうか?そのような指導・
管理や統制は企業の経営活動をどの程度拘束しているのであろうか?そして勤労者の管理参加
がどの程度経営上の意思決定に影響を及ぼしているのであろうか?本稿で提示した「制度的枠
組」のなかで社会主義企業管理の実体(現実)を解明すること一一乙れが続稿の課題である。
(64) CM. , JI. Kp3M3POBCKHÌÎ, YK33. co可.， cTp.21. 
(65) Ynp3B.neHHe 3KOHOMHKOﾌﾎ. OCHoBble nOHHTHH H K3TeropHH, 3KOHOMHK3, 1986, CTp. 128. 
(6) E. Ko可epHH， YK33. COlJ., cTp.84. 
怖の COll. KOHTOpO.nb, cTp.34. 
(68) E. KOlJepHH, YKa3. CO可.， cTp.79. 
(69) T3M lKe, CTp.89. 
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(1987年12月 15 日)
